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第　１　章

年　　金
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　○特例年金額について

　次の（１）と（２）のいずれかに該当する方が組合員でなくなった場合、受給権者の生年月日、

障害状態等に応じて特別支給の老齢厚生年金に定額部分の額および加給年金額が加算されます。

（１）障害等級が３級以上の障害の状態にある者に係る特例年金額
※ 組合員である間に初診日のある傷病に限らない。

（２）組合員期間が４４年以上の者（長期加入者）に係る特例年金額

　○繰上げ支給について

　これまで６０歳から特別支給の年金が支給されていましたが、昭和２８年４月２日以降に生ま
れた方は、６１歳から６５歳まで段階的に支給が引き上げられました。
　昭和３６年４月１日以前に生まれた方で、特別支給の老齢厚生年金の受給要件を満たしている
方は、６０歳から支給開始年齢に到達するまでの間に繰上げ請求を行い、繰上げ請求を行った翌
月分から繰上げ支給の老齢厚生年金を受給することができます。
　また、昭和３６年４月２日以後生まれの人は特別支給の老齢厚生年金を受けられませんが、こ
れらの人は６０歳から６５歳になるまでの間に繰上げ支給の老齢厚生年金・老齢基礎年金を請求
できます。

 ◇減額率
   繰上げ請求をした場合の年金額は、繰上げた月数１か月あたり０.５％減額されます。
　※令和4年4月1日の制度改正で、昭和37年4月2日以降生まれの方の減額率は繰上げた月数
　　１か月あたり０.４％になりました。
◇留意点
ア　繰上げ請求後は、その決定を取り消すことはできず、終生減額された年金額となります。
イ　繰上げ請求後は、障害の状態に該当するようになっても障害基礎年金は請求できません。
ウ　老齢基礎年金および他の実施機関の老齢厚生年金も同時に繰上げ請求する必要があります。
エ　繰上げ請求後は、国民年金に任意加入ができません。
オ　繰上げ請求後の老齢厚生年金も、在職中や厚生年金適用事業所に再就職している場合は

年金の一部または全額が支給停止となります。（老齢基礎年金は支給停止にはならない。）

【繰上げ請求支給額の試算比較】

　例 ： 公立 太郎さん（生年月日：昭和37年5月1日）が62歳から繰上げ請求した場合

繰上げ減額▲１４．４％　

繰上げ減額▲１４．４％　

通常の場合

繰上げ請求
をした場合

繰上げ支給の老齢厚生年金（１２８．４万円）

老齢基礎年金

繰上げ支給の老齢厚生年金

（▲２１．６万円）

６４歳 ６５歳

６２歳 ６４歳 ６５歳

繰上げ減額

特別支給の
老齢厚生年金

本来支給の
老齢厚生年金

繰上げ支給の老齢基礎年金

繰上げ減額

※公立 太郎さんの「通常
の場合」と「繰上げ請求を
した場合」の累計支給額を
比較すると、８２歳で「通
常の場合」の方が多くなり
ます。

通常の場合

本来支給の老齢厚生年金

（１５０万円）

老齢基礎年金

（７０万円）

繰上げ請求
をした場合

（▲１０.０８万円）

繰上げ支給の老齢基礎年金（５９．９２万円）

※繰上げ支給を請求した
場合、老齢厚生年金部
分、老齢基礎年金部分
のそれぞれが、繰上げ
た月数１か月あたり、
０.５％減額されます。
昭和37年4月2日以降生
まれの方は繰上げた月
数１か月あたり０.４％
減額されます。
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第　２　章

給　　付



１　退職後の健康保険等について

　退職後、組合員の皆さまはいずれかの公的医療保険制度に加入することになります。

　フローチャートで確認してみましょう。

◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆

※１ 国民健康保険料についての詳細は居住地市町村へご確認ください。

※２ 扶養認定の基準は各保険者により異なります。詳しくはご家族の加入している保険者へ

　  お問い合わせください。

※３ 健康保険の適用の有無についてはお勤め先へご確認ください。

※４ 夫婦ともに退職する場合、一方が任意継続組合員に加入し、一方がその被扶養者として

　　認定できる場合があります。また、一方が現職組合員の場合や、先に退職をして当共済

　　組合の任意継続組合員に加入している場合についても、その被扶養者として認定できる

　　場合があります。被扶養者になると、掛金（保険料）の負担はありません。

　　任意継続組合員もしくは国民健康保険に加入する前に、確認をしてください。

※５ 任意継続組合員制度は健康保険制度への加入です。

　　退職後の年金制度について、６０歳未満の方は、居住地の市町村で国民年金の加入手続き

    を行ってください。被扶養配偶者も同様の手続きになります。

いいえ

はいいいえ

いいえ

いいえ

はい

退職

退職した日の
翌日に再就職する

家族が加入している健康保険又は
共済組合の被扶養者条件に該当し

ており、被扶養者になれる

退職日の前日まで、引き続き１年以上の

組合員期間がある（転入前の期間も含む）

家族が加入している
健康保険又は共済組合

の被扶養者※2

国民健康保険の
被保険者※1

任意継続組合員
※４・５

毎月の掛金（保険料）や、保険給付

なども確認し、選択しましょう！

〈 本人の選択 〉
公立学校共済組
合の任意継続組

合員になる

共済組合の組合員又は健

康保険の被保険者※３

はいはいはいいいえ

就就職職先先のの健健康康
保保険険（（共共済済組組
合合へへのの再再加加入入
含含むむ））にに強強制制
加加入入ととななるる
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２　任意継続組合員制度について

　退職後も、引き続き公立学校共済組合の短期給付を受け、一部を除く福祉事業を利用できる
制度で、最長２年間加入することができます。

【任意継続組合員の資格要件】

① 退職日の前日まで引き続き１年以上※公立学校共済組合の組合員である方。
※令和４年１０月の制度改正により、協会けんぽから共済組合へ移行した組合員は、引
　き続く協会けんぽの期間も含みます。

② 退職日から起算して２０日以内に「申出」と「掛金の納付」を行うこと。

【給付の内容】

在職組合員とほぼ同じ内容の給付が受けられます。

○在職中と比べて受けられなくなる給付

・休業手当金　・育児休業手当金　・介護休業手当金　・傷病手当金附加金

（※傷病手当金及び出産手当金は在職中に支給事由がある場合に限り給付する。）

　（１）加入手続きについて

　２月上旬に、任意継続組合員の加入に係る案内を各所属所に通知します。

年度末退職の方は、任意継続の加入申出締切りが２回あります。

初回掛金納付期限

　加入を希望する方は提出期限までに「任意継続組合員申出書P２８」を所属所を通して当共済組合へ

提出してください。申出書を受理しますと、「掛金決定通知書」と「振込依頼書」をご自宅へ郵送いたし

ます。記載されている期限までに、掛金（保険料）の納付をお願いします。

　掛金の払込みをした時点で、任意継続組合員の資格を取得することになります。

　（２）掛金（保険料）

　雇用主が負担していた分も併せて支払うことになるので、在職中と比べてほぼ倍の額にな

ります。

任意継続掛金　⇒

　（以下の①または②のうちいずれか低い方の額）

①　退職時の標準報酬の月額

②　全組合員の平均標準報酬月額　　４１０,０００円

※　掛金率は、令和５年度分の適用になり、年度ごとに異なる場合があります。

事前申告

退職後申告

３月９日（木）
３月３１日（金）

４月１９日（水）

１年分または半年分前納

毎月納付

１年分または半年分前納 ４月１９日（水）

４月１９日（水）

４０歳未満又は６５歳以上の方

介護掛金

短期掛金

×

４０歳以上６５歳未満の方

掛金

４月分から割引適用

４月１９日（水）
毎月納付

任意継続組合員の標準報酬の月額
×介護掛金率（１６.００÷１,０００）

割引なし

５月分から割引適用

割引なし

提出期限（必着） 支払方法

任意継続組合員の標準報酬の月額 × 短期掛金率（９３.２０÷１,０００）

任意継続組合員の標準報酬の月額 掛金率

１年分前納をお勧
めします！
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（例）退職時の標準報酬月額が５００,０００円（４０歳以上６５歳未満の方）の場合

５００,０００円　　＞　　４１０,０００円（令和５年度平均標準報酬月額）

短期分 ４１０,０００円　×　９３.２０　÷　１,０００　＝ 　３８,２１２ 円

介護分 ４１０,０００円　×　１６.００　÷　１,０００　＝ 　　６,５６０ 円

　４４,７７２ 円

５３７，２６４ 円

【　参　考　】
　国民健康保険料は、加入世帯を単位として、所得割・均等割・平等割等を基準として算定
され、令和４年度の最高限度額は１０４万円になっております。

　（３）掛金（保険料）の払込み

・掛金の払込みは年度毎になっており、１年分前納・半年分前納・毎月納付から選択できます。

・１年分前納、半年分前納の場合は、毎月納付よりも割引された掛金となります。

・任意継続掛金は前払い制で、払込み期限が決まっています。

初めての払込み　：　退職の日から起算して２０日以内  ５月分であれば４月末日までに払込み、

２回目以降の払込み　：　継続しようとする月の前月末日まで  ６月分であれば５月末日までとなります。

※ 払込み期限を過ぎますと資格喪失になりますのでご留意ください。
※ 掛金未納による資格喪失防止のため、１年分又は半年分前納することをお勧めします。

【任意継続組合員証等の交付】

　任意継続組合員証・同被扶養者証は、掛金の納付が確認でき次第、ご自宅（申出書に記入

された住所）に郵送します。

○２年目の「任意継続掛金」と「国民健康保険料」について

　任意継続掛金は、退職時の標準報酬月額を基礎に算定しますので、２年目も１年目の掛金額

とほぼ同額になります。一方、国民健康保険の保険料は、主に前年の所得を基礎として算定し

ますので退職後２年目は、国民健康保険料の方が任意継続掛金より安くなる方が多いようです。

※ 国民健康保険は、一部負担金払戻金及び家族療養費附加金等の「附加給付制度」があり

　ませんので、毎月のように高額な医療費を負担しているご世帯であれば、２年目も引き

　続き任意継続されることをお勧めします。

※ 退職後２年目の継続についての任意継続掛金額・納入期限等の案内は令和６年２月に通知い

たします。

※ 任意継続組合員に加入後、年度途中での脱退は可能ですが、再加入はできませんのでご注意

　ください。

月　額

年　額

国民健康保険料は各市町村により算定方法が異なります！
詳しくは居住市町村の国民健康保険担当窓口へお問い合わせください！

1年分前納すると、526,004円になって、毎月納付
するよりも11,260円お得です！

― 19 ―



― 20 ―



― 21 ―



― 22 ―



― 23 ―



― 24 ―



― 25 ―



― 26 ―



― 27 ―



― 28 ―



― 29 ―



― 30 ―



― 31 ―



― 32 ―



― 33 ―



― 34 ―



― 35 ―



― 36 ―



― 37 ―



― 38 ―



2997 沖縄県労働金庫
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支部様式第２７号

元 令和

年 月 日

元元 ※

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

〒 ―
公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所
年 月 日 組 合 員

印名　氏)者求請(

１．　※印欄は記入しないでください。

　①　診療報酬領収済明細書または診療報酬明細書（薬局の場合、調剤報酬明細書。
　　　 ※診療明細書及び調剤明細書は不可。）
　②　領収書
　①　医師の証明書
　②　装具等の領収書

 　③　（靴型装具に係る請求の場合）当該装具が映っている写真

※療養を目的として海外に出向き、療養を受けた場合は、請求できませんので注意してください。

３.　請求書は診療報酬領収済明細書毎に作成してください。

４.　「組合員証を使用しなかった理由」欄は、上記２（１）の場合「自費診療」、２（２）の場合「補装具購入」と記入してください。

令和

 ２．　添付書類（写し不可）　

　（1）　保険医療機関等で、組合員証 を
          使用しないで現金を支払った場合

　(２)　治療上必要なコルセット等装具の
         請求の場合

決  定
金  額

※ 療養費 家族療養費 高額療養費
一部負担
金払戻金

家族療養
費附加金

年 月 日
～

年 月 日 医療機関コード

名　　病　　傷由理たっかなし用使を証員合組

年 月 日

療 養 請 求 期 間 （ 装 具 の 場 合 、 領 収 年 月 日 ） 医 療 機 関 名 （ 装 具 の 場 合 、 装 具 製 作 店 名 ）

療　養　者　氏　名
生年月日

※診療日数 初診年月日 請 求 金 額
元号　3．昭　4．平　5．令

※
入
外
コ

ド

700037

任意継続組合員
元
号 年

所 属 所 名 組合員氏名 療
養
者
続

柄
コ

ド

※事由発生日

月 日

共済組合受付印

療 養 費
請 求 書

家 族 療 養 費

療養に要した費用所 属 コ ー ド 組合員番号
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支部様式第２７号

元 令和

年 月 日

元元 ※

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

上記のとおり請求します。

〒 ―
公立学校共済組合沖縄支部長　殿

住　所
年 月 日 組 合 員

印名　氏)者求請(

１．　※印欄は記入しないでください。

　①　診療報酬領収済明細書または診療報酬明細書（薬局の場合、調剤報酬明細書。
　　　 ※診療明細書及び調剤明細書は不可。）
　②　領収書
　①　医師の証明書
　②　装具等の領収書

 　③　（靴型装具に係る請求の場合）当該装具が映っている写真

※療養を目的として海外に出向き、療養を受けた場合は、請求できませんので注意してください。

３.　請求書は診療報酬領収済明細書毎に作成してください。

４.　「組合員証を使用しなかった理由」欄は、上記２（１）の場合「自費診療」、２（２）の場合「補装具購入」と記入してください。

令和

 ２．　添付書類（写し不可）　

　（1）　保険医療機関等で、組合員証 を
          使用しないで現金を支払った場合

　(２)　治療上必要なコルセット等装具の
         請求の場合

決  定
金  額

※ 療養費 家族療養費 高額療養費
一部負担
金払戻金

家族療養
費附加金

年 月 日
～

年 月 日 医療機関コード

名　　病　　傷由理たっかなし用使を証員合組

年 月 日

療 養 請 求 期 間 （ 装 具 の 場 合 、 領 収 年 月 日 ） 医 療 機 関 名 （ 装 具 の 場 合 、 装 具 製 作 店 名 ）

療　養　者　氏　名
生年月日

※診療日数 初診年月日 請 求 金 額
元号　3．昭　4．平　5．令

※
入
外
コ

ド

700037

任意継続組合員
元
号 年

所 属 所 名 組合員氏名 療
養
者
続

柄
コ

ド

※事由発生日

月 日

共済組合受付印

療 養 費
請 求 書

家 族 療 養 費

療養に要した費用所 属 コ ー ド 組合員番号
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支部様式第２５号（１）

級

円

年 月 日

年 月 日

　上記のとおり　入院　・　通院　加療中で、勤（労）務できないことを証明する。

年 月 日

印

年 月 日 円

年 月 日 円

下記のいずれかに〇をつけてください。

　傷病手当金と同一傷病による休業補償等について （　受給していない　・　請求中もしくは請求する予定　）

下記のいずれかに〇をつけてください。　

　傷病手当金と同一傷病による障害厚生年金等について （　受給していない　・　請求中もしくは請求する予定　）

障害厚生年金等を受給している者は下記のいずれかに〇をつけてください。

　年金支給情報の確認について、個人番号による情報連携を　（　利用する　・　利用しない　）

年 月 日
円

年 月 日
円

公金受取口座を利用する ※ご希望の場合□の中にレ点を記入してください。

同一傷病による障害厚生年金等が支払われた場合には傷病手当金（差額分）を返納します。

上記のとおり請求します。

公立学校共済組合沖縄支部長　殿

年 月 日
印名氏員合組

令和

休　業　補　償　の　受　給　の　有　無　欄

障　害　事　由　の　年　金　に　係　る　申　告　欄

厚生年金の支給開始年月日
平　成
令　和

厚生年金の額

障害手当金の支給年月日
平　成
令　和

障害手当金の額

医 師 氏 名

請　　求　　期　　間
令　和 　 請　　求　　金　　額

令　和 ※決　　定　　金　　額

医 療 機 関 名

傷 病 名 発 病 年 月 日 療 養 期 間

療養 のため
勤務 出来な
い ことに 関
する 医師 の
証         明

平　成
令　和

年 月 日
令　和

令　和

令和

日月

介護保険法による
給付を受けたとき

保険者
番号

被保険者
番号

保険者の
名称

年号元日月元号 年 月 日 元号 年

資 格 取 得 年 月 日 資 格 喪 失 年 月 日 標準報酬月額 勤務できなくなった最初の日

元
号 年 月 日

700037 0 0

共済組合受付印

傷 病 手 当 金 請 求 書

所 属 所 名 組 合 員 氏 名 続
柄
コ

ド

※事由発生日
※給付事由発生当時の

標準報酬月額
所 属 コ ー ド 組 合 員 番 号

任意継続組合員
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第　３　章

福　　祉



１　特定健康診査・特定保健指導

　退職後の健診事業は、加入する公的医療保険制度に基づき実施されることになり、公立学校

共済組合の任意継続組合員になる方、公立学校共済組合に加入している家族の被扶養者になる

方には、公立学校共済組合が健診事業『特定健康診査・特定保健指導』を実施します。

　公立学校共済組合では、生活習慣病を予防するために40歳から74歳までの組合員、任意継続

組合員及びその被扶養者の方を対象に、健診を実施しています。これを『特定健康診査（特

定健診）』といい、公立学校共済組合を含め、各医療保険者は法律で実施を義務づけられてお

ります。

　特定健診とは、メタボリックシンドロームの予防に重点を置き、早期に発見・改善するため

に実施します。

　また、特定健診の結果で、メタボリックシンドロームのリスクがある方には、健診当日や

後日、『特定保健指導』も実施しており、その対象者には、保健師や管理栄養士などの専門

スタッフが面談・電話・メールなどにより、生活習慣を改善できるよう支援します。

（1）特定健診の受診方法

　現役組合員の間は、「人間ドック受診券（黄色や青色の補助券）」をお配りし、人間ドック

の受診をご案内しておりましたが、退職後の任意継続組合員、被扶養者の皆様には、「特定健

康診査受診券（セット券）」を、５月～６月頃、ご自宅に郵送します。この受診券を使って、

以下の方法等により、特定健診を受診してください。

①　特定健診を実施している医療機関（県内に約360カ所あります）

　※受診券を使って自己負担なく、特定健診を無料で受診できます。

②　市町村が実施している住民健診会場

　※受診券を使って自己負担なく、特定健診を無料で受診できます。

③　人間ドックで特定健診受診券が使える医療機関

　※受診券を使って特定健診分の補助が受けられます。差額は自己負担となります。

　※市町村が配付する各種がん検診受診券も一緒に人間ドックで利用できます。

　※沖縄県教職員共済会の人間ドック補助金は、退職互助部にお問い合わせください。

（2）特定保健指導の利用方法

　特定健診の結果により、保健指導レベル＜動機付け支援（メタボ一歩手前の方＞、＜積極

的支援（メタボのリスクが高い方）＞に該当する方は、以下の方法等により、特定保健指導

をご利用ください。自己負担なく、無料で利用できます。

①　特定健診を受診した当日その医療機関で、初回の特定保健指導を利用

　※健診当日に特定保健指導まで利用できる医療機関が県内約20カ所あります。

②　特定保健指導実施医療機関（県内約40カ所）または共済組合委託特定保健指導を利用

　※健診受診後、該当する方には「特定保健指導利用券」をお送りします。
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